
２０２３年８月２日（水）
文部科学省初等中等教育局初等中等教育企画課

教育制度改革室長 前田幸宣

義務教育学校の全国的動向と新しい教育実践の可能性
ー令和の日本型学校教育の構築に向けてー



自己紹介
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今日のスケジュール

児童生徒を取り巻く環境

９年間を見通した義務教育

義務教育学校としてつくる良さ
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適正規模・適正配置に関する基本的な考え方

●児童生徒が集団の中で、多様な考えに触れ、認め合い、協力し合い、切磋琢磨することを通じて一人一人
の資質や能力を伸ばしていくという特質を踏まえると、学校については、一定の規模を確保することが望ましい。
※小規模の場合には、例えば、以下のような課題が生じる
・クラス替えができない、クラス内で男女の偏りが生じる、人間関係が固定化する
・多様な意見に触れることが難しくなる、スポーツ実技や合唱・合奏などが困難になる

●そのため、文部科学省では、小中学校の学校規模（学級数）の標準等を設定。
（学校教育法施行規則において、学校規模の標準は、小中学校ともに、12学級以上18学級以下）

 学校規模の適正化の検討は、あくまでも児童生徒の教育条件の改善の観点を中心に据え、
学校教育の目的や目標をより良く実現するために行うべきもの。
※学校には一定の規模が必要な一方で、統廃合の結果、極端に長距離の通学が求められることなども問題。

 また、学校は地域のコミュニティの核として、防災・保育・地域の交流の場等の機能を併せ持
つ。地域の事情により、学校統廃合が困難な場合や小規模校として存続させることが必要な
場合もある。

統廃合することも、小規模校として存続させることも、設置者である自治体が判断。

※小規模校として存続させる場合、メリットを最大化するとともに、デメリットを最小化するような工夫が必要。
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児童生徒を
取り巻く環境
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小中一貫教育が求められる背景・理由

① 義務教育の目的・目標規定 の新設

② 小学校への英語教育の導入や中学校の授業時間数の増加など、近年の 教育内容

の量的・質的充実 への対応

③ 小学校高学年段階における児童の 身体的発達の早期化 等に関わる現象

④ 中学校進学時の不登校、いじめ等の急増など、中１ギャップへの対応

⑤ 少子化等に伴う 学校の社会性育成機能の強化 の必要性

平成26年 7月 教育再生実行会議 第五次提言 『今後の学制等の在り方について』

            12月 中央教育審議会答申
『子供の発達や学習者の意欲・能力等に応じた柔軟かつ効果的な教育システムの構築について』

平成28年 4月 学校教育法等の一部を改正する法律の施行

背 景

＜検討の経緯＞
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教育内容の
量的・質的充実



小学校への英語教育の導入

8出典：文部科学省ホームページ

 平成23年度より、小学校において新学習指導要領が全面実施され、 第5・第
6学年で年間35単位時間の「外国語活動」が必修化されました。

 外国語活動においては、音声を中心に外国語に慣れ親しませる活動を通じ
て、 言語や文化について体験的に理解を深めるとともに、 積極的にコミュニ
ケーションを図ろうとする態度を育成し、 コミュニケーション能力の素地を養
うことを目標として様々な活動を行います。 



9出典：文部科学省ホームページ

授業時間数の増加



身体的発達



男児の身長平均値

出典：昭和23年(1948年)度 及び 平成25年(2013年)度 学校保健統計調査より

伸び
(cm)

身長
(cm)

昭和23年と平成25年との間の変化を比較すると、身長の伸びの大きい時期が
早まっている。（14～15歳 → 12～13歳）
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男児の体重平均値

【男子】
増加
(kg)

体重
(kg)

出典：昭和23年(1948年)度 及び 平成25年(2013年)度 学校保健統計調査より

昭和23年と平成25年との間の変化を比較すると、体重の増加の大きい時期が
早まっている。（14～16歳 → 12～15歳）
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女児の身長平均値

伸び
(cm)

身長
(cm)

出典：昭和23年(1948年)度 及び 平成25年(2013年)度 学校保健統計調査より

昭和23年と平成25年との間の変化を比較すると、身長の伸びの大きい時期が
早まっている。（11～13歳 → 10～11歳）
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女児の体重平均値

増加
(kg)

体重
(kg)

昭和23年と平成25年との間の変化を比較すると、体重の増加の大きい時期が
早まっている。（12～15歳 → 11～12歳）

出典：昭和23年(1948年)度 及び 平成25年(2013年)度 学校保健統計調査より
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中１ギャップ



学年別不登校児童生徒数

出典：文部科学省 平成２６年度「児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査」
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勉強が好きかどうか（算数・数学）

ベネッセ教育総合研究所：小中学生の学びに関する実態調査（速報版）(2014年）より
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ベネッセ教育総合研究所：小中学生の学びに関する実態調査（速報版）(2014年）より
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勉強が好きかどうか（理科）

※単位：％ 18
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何のために勉強しているのか分からない

授業の内容が簡単すぎる

授業の内容が難しすぎる
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勉強が計画通りに進まない

勉強したことをすぐ忘れてしまう

勉強に集中できない

やる気が起きない

上手な勉強のやり方が分からない

どうしても好きになれない教科がある

学習上の悩み（学校段階別）

ベネッセ教育総合研究所：小中学生の学びに関する実態調査（速報版）(2014年）より
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■小学校６年の教科書
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■中学校１年の教科書
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■小学校６年の教科書
総ページ数 １２６９ページ

■中学校１年の教科書
 総ページ数 ２３３８ページ

厚さ 5.5cm

厚さ 10.8cm

２倍
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中学校

小学校

□ 学級担任制
□ 単元テスト
□ 緩やかな生徒指導
□ 部活動なし

□ 教科担任制
□ 定期考査
□ より厳しい生徒指導
□ 部活動あり
□ 他の小学校からの進学者との新たな人間関係
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６・３の区切り

身体的発達の早期化
中１ギャップへの対応
教育内容の量的・質的充実への対応

個別最適な学びと協働的な学びの一体的充実の
ために、小６と中１の間に学校段階の区切りを置く
こと以外の方法もあるのではないか
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学校の社会性育成機能



公立小中学校数と児童生徒数の推移（Ｈ元～Ｒ４）

出典：文部科学省 令和４年度学校基本調査

○ 過去10年間で公立小中学校の学校数は9.7％（3,011校）減少。

○ 過去10年間で公立小中学校の児童生徒数は9.5％（945,374人）減少。

○ １市町村に１小学校１中学校等※１という市町村は258（14.8％）※２ある。

※１： １小１中０義務、１小０中０義務、
０小０中１義務

※２：令和４年５月１日時点の市町村数
（1747市町村）を分母として算出
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（内訳）公立小学校の数と児童数の推移
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出典：文部科学省 令和４年度学校基本調査
総務省ウェブサイト「市町村数の変遷と明治・昭和の大合併の特

徴」

● 平成元年度 ～ 平成１０年度
⇒ 児童数 △１，９４８，３９０名 小学校数 △５５７校

● 平成１１年度 ～ 平成２２年度（平成の大合併）
⇒ 児童数 △５１５，７５０名 小学校数 △２，２３１校

（参考：市町村数 △１，５０２）

● 平成２３年度～令和４年度
⇒ 児童数 △７２８，３２９名 小学校数 △２，５８０校

平成の大合併【市町村数：3,229(H11)→1,727(H22)】

R４

「平成の大合併」の間を超えるよう
なペースで小学校の数は減少

H23年度 21,431校

H元年度 9,496,553人

H元年度 24 ,608校

H10年度 7,548,163人

H10年度 24 051校

H11年度 23,944校

児童数
H22年度 21,713校

H22年度 6,869,318人

H11年度 7,385,068人

R４年度 18,851校

H23年度 6,763,713人

R４年度 6,035,384人

公立小学校数
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中学校

● 平成元年度 ～ 平成１０年度
⇒ 生徒数 △１，２７８，５４４名 中学校数 △８１校

● 平成１１年度 ～ 平成２２年度（平成の大合併）
⇒ 生徒数 △７０１，５３３名 中学校数 △４９１校

（参考：市町村数 △１，５０２）

● 平成２３年度～令和４年度
⇒ 生徒数 △３５５，７１５名 中学校数 △７５１校

「平成の大合併」の間を超えるよう
なペースで中学校の数は減少

平成の大合併【市町村数：3,229(H11)→1,727(H22)】

出典：文部科学省 令和４年度学校基本調査
総務省ウェブサイト「市町村数の変遷と明治・昭和の大合併の特

徴」

R４

R４年度 9,164校

H23年度 3,287,437人
H10年度 4,107,590人

H10年度 10,497校

H11年度 3,972,115人

H22年度 3,270,582人

H11年度 10,473校

H22年度 9,982校

H23年度 9,915校

H元年度 10,578校

H元年度 5,386,134人

R４年度 2,931,722人
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出典：学校基本調査

※グラフ中の（ ）内の数字は全体の学校数（０学級の学校数を除く）に占める割合
※学校数は本校の数、分校を含まない
※特別支援学級を含む

【学校教育法施行規則第４１条】

小学校の学級数は、１２学級以上１８学級以下を標準とする。ただし、
地域の実態その他により特別の事情のあるときは、この限りでない。
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公立小学校の約４割が標準規模を下回る
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公立中学校の約５割が標準規模を下回る

出典：学校基本調査

※グラフ中の（ ）内の数字は全体の学校数（０学級の学校数を除く）に占める割合
※学校数は本校の数、分校を含まない
※特別支援学級を含む

【学校教育法施行規則第７９条（同規則第４１条を準用）】

中学校の学級数は、１２学級以上１８学級以下を標準とする。ただし、
地域の実態その他により特別の事情のあるときは、この限りでない。
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世帯別構成割合

厚生労働省：令和3年国民生活基礎調査（令和元年） 31



児童のいる世帯における児童数の推移

32厚生労働省：令和3年国民生活基礎調査（令和元年）



共働き世帯数

内閣府：令和４年版 男女共同参画白書 33



家庭の社会経済的背景（ＳＥＳ）と学力の関係

34

 一般的に、家庭の社会的経済的背景（SES）と学力は、一定の相関があると
いわれている



その家庭だけ
その学級だけ
その学年だけ
その学校だけ

総力戦が必要なのではないか
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家庭の社会経済的背景（ＳＥＳ）と学力の関係

36

 在籍児童生徒の社会的経済的背景（SES）から予測される学力水準を継続
的に上回る学校が存在する
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家庭の社会経済的背景（ＳＥＳ）と学力の関係

37

 一般的に、家庭の社会的経済的背景（SES）と学力は、一定の相関があると
いわれているが、在籍児童生徒の社会的経済的背景（SES）から予測される
学力水準を継続的に上回る学校が存在する。

 その特徴として、小中連携教育、地域や保護者との連携、教師のチームワーク・
研修などが挙げられている。

＊ 文部科学省の委託により国立大学法人お茶の水女子大学（代表：耳塚寛明25～26年度、浜野隆29～30年度）が分析
平成25年度 文部科学省委託研究「全国学力・学習状況調査（きめ細かい調査）の結果を活用した学力に影響を与える要因分析に関する調査研究」 
平成26年度 文部科学省委託研究「学力調査を活用した専門的な課題分析に関する調査研究」（効果的な指導方法に資する調査研究） 
平成29年度・平成30年度 文部科学省委託研究「学力調査を活用した専門的な課題分析に関する調査研究」



９年間を見通した
義務教育
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「令和の日本型学校教育」の構築を目指して～全ての子供たちの可能性を引き出
す，個別最適な学びと，協働的な学びの実現～（答申）（抜粋）
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２．９年間を見通した新時代の義務教育の在り方について
 （１）基本的な考え方 

○ 義務教育は，憲法や教育基本法に基づき，全ての児童生徒に対し，各個人の有する能 力を伸ばしつつ社
会において自立的に生きる基礎や，国家や社会の形成者として必要と される基本的な資質を養うことを目
的とするものである。社会が劇的に変化し先行き不 透明な時代だからこそ，人材育成の基盤である義務教
育は一層重要な意義を持つものであり，我が国のどの地域で生まれ育っても，知・徳・体のバランスのとれ
た質の高い義 務教育を受けられるようにすることが国の責務である。

 
○ 中央教育審議会の答申を踏まえ，平成 18（2006）年の教育基本法改正により義務教育 の目的が定められ

（第５条２項），続く平成 19（2007）年の学校教育法改正により小・ 中学校共通の目標として義務教育の目
標規定が新設（第 21 条）された。また，平成 27 （2015）年の学校教育法の改正等により小中一貫教育制
度が整備され，各地域において小中一貫教育の取組みが進展しつつある。このような中，新学習指導要領
の着実な実施により義務教育の目的・目標を達成する観点から，小学校６年間，中学校３年間と分断するの
ではなく，９年間を通した教育課程，指導体制，教師の養成等の在り方について一体的に検討を進める必要
がある。

８．人口動態等を踏まえた学校運営や学校施設の在り方について
（２）児童生徒の減少による学校規模の小規模化を踏まえた学校運営
②義務教育学校制度の活用等による小中一貫教育の推進

○ 平成 27（2015）年の学校教育法の改正等により小中一貫教育が制度化され，義務教育学校制度により教
育主体・教育活動・学校マネジメントの一貫性を確保した取組が容易になるなど，全ての教職員が義務教育
９年間に責任を持って教育活動を行う小中一貫教育の取組を継続的・安定的に実施できる制度的基盤が整
備された。小学校高学年からの教科担任制の導入も踏まえ，優良事例の発掘や横展開を行うとともに，引
き続き義務教育９年間を見通した教育課程編成を可能とする学校の裁量拡大を検討するなど，小中一貫教
育を推進していくことが必要である。



小中一貫教育制度、学校数の推移
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学校基本調査（文部科学省）をもとに教育制度改革室にて作成

※いずれも国立、私立を含む
※令和３年度の小中一貫校（小学校・中学校）数については、学
校基本調査において、一部都道府県で登録した数に誤りがあった
ため、改めて該当都道府県に確認の上、作成している。
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(34 )
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(18 )

(2 )

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和4年度

平成２８年度

１～８学級 ９～１７学級 １８～２７学級 ２８～３４学級 ３５学級以上

出典：文部科学省 令和４年度学校基本調査

公立義務教育の学級規模別学校数(割合)の推移

【学校教育法施行規則第７９条の３】
義務教育学校の校の学級数は、１８学級以上２７学級以下を標準とする。
ただし、地域の実態その他により特別の事情のあるときは、この限りでない。

13.4% 43.3% 19.9% 10.5%12.9%

4.5% 31.8% 22.7% 31.8% 9.1%

義務教育学校 ※グラフ中の（ ）内の数字は全体の学校数（０学級の学校数を除く）に占める割合
※学校数は本校の数、分校を含まない
※特別支援学級を含む

(公立22校)

(公立171校)

標準規模
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義務教育学校
としてつくる良さ
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教職員集団の強化



各学年での定着
の様子を調査し，
課題を見つける

平均通過率48.7％
（県平均通過率36.6％）

*表やグラフの見方
*数学的用語の意味
*割合
*分数 など

どのような力を
つけておくべきか

2014/9/8中央教育審議会 小中一貫特別部会における呉市教委の発表資料より作成
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８年生（中学校２年生）で通過率が低かった問題の検討



子ども同士の交流



令和３年度学校魅力化フォーラムの発表資料等より文部科学省において作成
46

事例①鳥取市立鹿野（しかの）学園
★５ー４制の施設分離型義務教育学校で、地域素材を活用して、

 児童生徒の自己肯定感を高めている事例

◆学校概要
場所： 鳥取県鳥取市鹿野地域
設置形態：  施設分離型義務教育学校
児童数：     流沙川（りゅうしゃがわ）学舎（1～5年122人）

          王舎城（おうしゃじょう）学舎（6～9年110人）   （令和3年時点）
統合校：小規模化による課題を解決するため、平成30年、鹿野小学校と鹿野中学校を統合し、鹿野学園（義務教育

学校）とした例

◆特徴
 義務教育学校の選択肢は良さがある一方で、地域の誇りである既存の校舎を活用すると施設分離型となってしまうとい
うことを敢えてプラスに捉えた事例。

 児童生徒の心と体の発達の早期化に対応するために、学年の区切りを、６－３制から５－４制にし、５年生から６年
生になるタイミングで、流沙川学舎から王舎城学舎に移る仕組みとした。

 王舎城学舎に移った高等ブロックでは、早期にリーダー性を育てるとともに、教科担任制、小中乗り入れ授業、指導内容
の入替・移行などを行うことで、学力の向上を図っている。

 あわせて、義務教育９年間を通して、地域素材を活用した特別の教科「表鷲科（あらわしか）」を設定。鹿野地域に
関わる伝統や文化を学ぶことを通して、鹿野地域を愛する子どもを育てるとともに、児童生徒の自己肯定感を高めること
を実現している。



小中一貫した教育課程の編成・実施等に関する事例集（第2版）より掲載
47

事例②高知市立義務教育学校土佐山学舎
★９年間で夢と志を育むことを通じた学校を拠点とした「地域の活性化」の事例



教職員集団の強化
子ども同士の交流

▼
学びの環境の向上



新しい学校づくり
▼

釧路市の未来づくり



学校魅力化フォーラムの開催
【目 的】 少子化・人口減少社会に対応した活力ある学校教育推進のため、公立小中学校の統廃合や小規模校を存続させた場合の教

 育活動の先進的な取組を発信する。
【対 象】 各都道府県、各市区町村教育委員会における小・中学校の適正規模・適正配置に係る担当者

 学校の教職員等教育関係者
【日時・参加者数等】 令和４年８月２６日（金）１４：００～１６：３５ オンライン

 約５３０人の参加登録

【フォーラのム内容】
＜行政説明＞
 １ 公立小・中学校を取り巻く状況
 ２ 適正規模・適正配置に関する基本的な考え方
 ３ 持続的で魅力ある学校教育のための取組
＜事例発表＞
 “極”小規模地域の小学校再編と中学校統合の必要性とその違い
（大分県玖珠町教育委員会）

 学校の適正規模化と学校再編からの逆襲（岡山県高梁市教育委員会）

  小さな村の大きな挑戦（ICT・ふるさと学習・新しい学校作り）
（長野県栄村教育委員会）

 学園制加配の活用による３小学校合同授業と公設塾mineto
（山口県美祢市教育委員会）

 桜島における義務教育学校新設に向けた取組（鹿児島県鹿児島市教育委員会）

 地域とともに未来を創造する小規模義務教育学校９年間の学び
（秋田県北秋田市教育委員会）

昨年度に続き４度目の開催

開催案内チラシ

非常に有意義…

有意義
だった
40%

普通
3%

＜今回のフォーラム（全体）はいかがでしたか＞

事後アンケートより
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“極”小規模地域の小学校再編と中学校統合の必要性とその違い
（大分県玖珠町教育委員会）

• 学校が子どもの教育施設であるとともに、地域社会とそこに生きる人々をつな
ぐ絆・シンボルであると明確にされていることが素晴らしい。またデメリットを解消
するために、ICT活用や学校間オンライン合同学習の実施等に取組まれている
ことが、非常に参考になった。ありがとうございます。

• 学校が文化センターの役割を大きく担っていることに、すごく感銘を受けました。
本校が一村一校であることからも村の中心的役割を担っていけるように工夫し
ていきたいと感じました。

• 学校統合に関しては、地域衰退の問題等でいろいろな意見が出ると思うが、
子供の成長という視点が一番大切であると改めて思った。

• 人口減少が進む地域においては、これまでの「都市部の経済中心の産業化を
担う人材」を育てる教育から、「住民主体の地域づくりを担う人材」を育てる教
育へと意識を変えなければならないという内容に、視聴していた職員全員が強
く同意しました。

• 極小規模の場合、市長部局との連携が欠かせないことが実感できた。
• 町間の連携や学校事務の集約等おもしろいアイデアだと感じた。

学校適正規模化と学校再編からの逆襲
（岡山県高梁市教育委員会）

• 教育委員会が行政上の都合で大なたを振るうのでもなく、また住民の感情に
動かされるのでもなく、しっかりとゴールを設定して事に当たる姿勢が大切なのだ
と思いました。

• 「学び続ける行政」という言葉が心に残りました。
• 学校再編について、地域と徹底した意見交換を行うことで、信頼を得て、再編

していった姿が参考になりました。
• 地域全体での熟議が大切だと感じた。
• 地域の合意を得ながら再編計画を進めることの大切さが伝わってきました。特に

再編の前に、教育活動の内容を見直し発信することが、学校の活性化と地
域の合意につながると感じました。

• 社会教育・生涯学習との連携を進め、部活動についても、地域部活動や合
同チーム部活動の研究を進められていることが、まさに今必要な内容だと思い
ました。

• 「再編の前にやることがある」、そしてそれが学校の魅力化や地域でできる様々
な教育施策を展開させることにつながると感じました。「逆襲」という言葉に魂を
こめられている素晴らしいご提案でした。

フォーラム参加者の声①

🏫🏫学校魅力化フォーラムは、毎年、多くの自治体等の皆様にご参加いただき、
適正規模・適正配置について議論しています。
参加者の皆様からは、とても前向きな感想をいただいています。
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小さな村の大きな挑戦（ICT・ふるさと学習・新しい学校作り）
（長野県栄村教育委員会）

• 地域の実情に根ざして今ある実態を未来にどうつなげていくかという未来志向
が素晴らしいと思います。

• 小規模校だからこそ、小回りのきく実践をしていくことが大切だと感じた。
• 弱みを強みに変える。まさに予測困難な時代を乗り越えるために必要な考え方

だと思う。
• 小さな村だからこそできる教育を、僻地の弱点を強みに変える実践としてのIＣ

Tの活用、オーダーメイドシートの作成、ふるさと学習、村民一丸となった学校教
育と生涯学習のつながりを創る学び、等、伺っていて、どれもが胸が熱くなるような
、素晴らしい実践報告でした。特に学校教育と生涯学習の融合、生涯学習に
近づく学校教育に！という取り組みにとても勇気づけられました。本当にありがと
うございます。

• 地域住民との熟議に関してのチラシがとても魅力的で見やすかった。これならば
多くの地域住民が参加したくなると思った。

• 子ども、教師に寄り添いながら、ふるさとを愛する思いを育てる強い願いのこもった
「ふるさと栄」はとてもいいなと思いました。

• 栄村の教育は、「優秀な人材を育て、故郷に帰ってくる教育」という言葉をお聞
きし、僻地や山間地区にある学校の価値について改めて考えることができました
。

学園制加配の活用による３小学校合同授業と公設塾mineto
（山口県美祢市教育委員会）

• 絶対的な主人公は、地域ではなく、子供と保護者であるという言葉がこころに
のこっています。本校も、再編問題を抱えていますが、参考にさせていただくこと
が多くありました。

• 学園制加配活用事業は、統合への合意形成に繋げる一歩としてとても良いと
思いました。

• 学園制加配というシステムを初めてしりました。小規模校でも、残すことができ
るかもしれないと光がみえました。公設塾羨ましいです。小さい頃にどんな大人
に出会うかで将来が変わる！素敵な大人に出会ってほしいと思いました。素
晴らしいお話ありがとうございました。

• 公設塾の取組がとても興味深かったのです。学校という枠を超えているからこ
そ素晴らしい実践ができるのではないかと感じ、本市にもあればいいなと思い
ました。

• 公設塾は魅力的な取り組みだと思った。学校と連携して探究学習についての
取り組みを深めると、総合的な学習の時間の充実につながると感じた。

• 提案された行政と学校の息がピッタリで、その連携によって課題解決に向けた
施策をエネルギッシュに展開されている様子が伝わってきました。公設塾の若くて
元気な人材登用、塾生がスタート時から倍増していること、提案全体から活気
が伝わってきました。

フォーラム参加者の声②

🏫🏫行政説明や事例発表は、資料及び動画をこちらで公開しています。
過去の事例も公開していますので、ぜひこちらからご覧ください…！
（文部科学省ホームページ）
https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/tekisei/1411020_00008.htm
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桜島における義務教育学校新設に向けた取組
（鹿児島県鹿児島市教育委員会）

• 「教育は人づくり、人づくりはまちづくり」を実践されており、古来からの鹿児島の
教育力が脈々と受け継がれているような気がしました。

• 地域が主体となって、先手を取って地域の学校づくりに取り組んでおられること素
晴らしいと思います。そのことが、地域・学校の活性化につながり子供たちもそん
な地域に誇りを持ち、いろいろなことがうまく回り始めると感じました。

• コミュニティ協議会主体の適正配置への動きが、ダイナミック・スピーディーで素
晴らしかった。

• コミュニティ協議会が中心となって進める方法により、地域住民を含め子どもや
保護者の意見を慎重に反映させていることが伝わりました。また、高校生が地域
の代表に推薦されているように、現在だけでなく未来を見据えた話し合いが行
われていることが感じられました。

• 高校生を委員に選定されていることこそが、地域の課題を地域自ら解決してい
こうとしている気持ちの表れで、素晴らしいと感じた。頼もしい高校生の存在が
とても羨ましい。

• コミュニティ協議会が主導して、学校の再編を行っているケースは初めて聞いたの
で、その視点がとても参考になりました。地域の方々が、新しい学校を「自分事
」としてとらえている点が素晴らしいと思いました。また、高校生が、活躍している
こともフラットな目線合わせの上で、有意義と感じました。

• 思い切った計画で夢を語ったことが様々な方面の方の賛同を得られたというとこ
ろが大変参考になった。

地域とともに未来を創造する小規模義務教育学校９年間の学び
（秋田県北秋田市教育委員会）

• 義務教育学校の設置に向けて、統合が白紙になった後の過程が大変勉強にな
りました。再編後も「複式学級」となる可能性がある中で、十分に「複式学級」に
ついてのメリットを生かそうと研究を進められた点が、行政説明にあった通り「教育
の充実が目的である」ということを体現されていると感じました。

• 義務教育学校の制度を生かして、複式学級のデメリットを解消するやり方は、目
から鱗だったと思う。「地域に学校を残してほしい」という住民の声に応えるための
、有効な手段であると思う。

• 地域と学校のつながりについて改めて考えることができました。決して切り離せな
いし、結びつくことがお互いにとって有意義であることを感じました。

• 統合問題で一番難しい部分を、妥協や単なる折衷ではない、最良の形で解消
し、新たなビジョンを示して、学校を地域を照らす灯台として希望の光を見せて
いることは、素晴らしく、めざすべき姿だと感じた。

• 育った子どもたちが地域を支える人材になってほしい、という教育長の思いや、
粘り強く地域と話をされた経過に感動しました。本当にありがとうございました。

• 小中一貫教育には「見えないカーテン」が存在し、それを払拭するため、９年間
で子供を育てる義務教育学校の良さについての説明には納得できました。

フォーラム参加者の声③

参加登録はこちら▶
🏫🏫令和５年度も８月９日（水）１４：００～開催します。
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